
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 国と地方との連携を一層強化し、2050 年までの脱炭素化に向けた取組を加速させるため、政府

が、昨年末 「国・地方脱炭素実現会議」を設置し、本市も構成員として参加しています。 
今般、国に先駆けて「Zero Carbon Yokohama」の実現を宣言した横浜市が、2050 年二酸化炭素

排出実質ゼロを表明している全国の市区町村に呼びかけ、脱炭素社会の実現に向けた政策研究や

国に提言を行うことを目的に「ゼロカーボン市区町村協議会(会長：林 文子 横浜市長）」を設立

しました。 
今後、横浜市は、会長都市として本協議会のとりまとめを行うとともに、本市が出席する「国・

地方脱炭素実現会議」等において、ゼロカーボン市区町村の意見を発信してまいります。 

 

１ 「国・地方脱炭素実現会議」の概要と協議会設立の経緯 

・2020 年 10 月、菅内閣総理大臣は所信表明演説において、2050 年脱炭素社会の実現を目指す

こと、及び、その実現に向けて、国と地方で検討を行う新たな場を創設することを宣言しま

した。 

・これを受け、国民・生活者目線での 2050 年脱炭素社会実現に向けたロードマップの策定等に

ついて、国と地方で検討・議論する「国・地方脱炭素実現会議」が発足し、2020 年 12 月 25

日に第１回会議が開催されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・この第一回会議で、横浜市は、脱炭素化に意欲的な市町村の声を取りまとめ、本会議に提案

すると表明しました。 

・そこで、規模、地域特性といった背景の違う様々な市区町村がその知見を共有し、脱炭素社

会の実現に向けた具体的な取組のための議論を進め、共に国への提言等を効果的に進めてい

くことを目的として「ゼロカーボン市区町村協議会」を設立しました。 

会員自治体：130 市区町村（2021 年２月５日 10 時現在）（別紙参照） 

2050 年ゼロカーボンシティを表明した市区町村から構成されます。 

      ※参加市区町村の人口は合計約 3,261 万人（日本の全人口のおよそ 2.6 割） 

会長:横浜市 副会長：栃木県那須塩原市、京都市、岡山県真庭市 理事：12 市町村 

      ※上記 16 市町村が共同発起自治体 

２ 協議会概要 

 

令 和 ３ 年 ２ 月 ５ 日 
温暖化対策統括本部調整課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

「「「ゼゼゼロロロカカカーーーボボボンンン市市市区区区町町町村村村協協協議議議会会会(((会会会長長長   林林林   文文文子子子   横横横浜浜浜市市市長長長)))」」」ををを設設設立立立ししし、、、   

脱脱脱炭炭炭素素素社社社会会会実実実現現現ににに向向向けけけたたた政政政策策策研研研究究究ややや国国国へへへののの提提提言言言ををを行行行いいいままますすす   

裏面あり 



 

 

2021 年２月５日（金） 

 

(1) 脱炭素社会の実現に向けた政策研究及びこれに関連する課題等の研究 

(2) 脱炭素社会の実現に向けた政策に関する国等への提言 

(3) 会員自治体相互の交流、連携等を図るための活動 

(4) その他協議会の目的達成に必要なこと 

 

当面は、脱炭素社会の実現に向けた具体的な取組のための議論や会員自治体の意見の集約を

行い、2021 年３月下旬に国への提言を行うことを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 

温暖化対策統括本部調整課企画担当課長 池上 武史 Tel 045-671-4108 
 

 

３ 設立年月日 

４ 取組内容 

５ 今後の取組について 



2021年2月5日10時現在

北海道 札幌市 栃木県 鹿沼市 静岡県 静岡市
北海道 石狩市 栃木県 大田原市 静岡県 浜松市
北海道 ニセコ町 栃木県 那須塩原市 （副会長） 静岡県 富士宮市
北海道 古平町 栃木県 那須町 静岡県 御殿場市
岩手県 宮古市 群馬県 館林市 静岡県 牧之原市
岩手県 久慈市 （理事） 群馬県 藤岡市 愛知県 半田市
岩手県 二戸市 群馬県 嬬恋村 愛知県 豊田市 （理事）
岩手県 八幡平市 群馬県 みなかみ町 愛知県 大府市
岩手県 葛巻町 埼玉県 さいたま市 愛知県 みよし市
岩手県 普代村 埼玉県 秩父市 （理事） 三重県 志摩市
岩手県 軽米町 （理事） 埼玉県 所沢市 三重県 南伊勢町
岩手県 野田村 埼玉県 深谷市 京都府 京都市 （副会長）
岩手県 洋野町 千葉県 千葉市 京都府 宮津市
岩手県 一戸町 千葉県 野田市 京都府 京丹後市
山形県 山形市 千葉県 成田市 京都府 与謝野町
山形県 米沢市 千葉県 八千代市 大阪府 泉大津市
山形県 東根市 千葉県 我孫子市 大阪府 枚方市
山形県 南陽市 千葉県 浦安市 大阪府 東大阪市
山形県 高畠町 千葉県 四街道市 兵庫県 神戸市
山形県 川西町 千葉県 山武市 （理事） 兵庫県 明石市
山形県 飯豊町 東京都 世田谷区 奈良県 生駒市
山形県 庄内町 東京都 葛飾区 鳥取県 北栄町
福島県 郡山市 神奈川県 横浜市 （会長） 鳥取県 南部町
茨城県 水戸市 神奈川県 川崎市 岡山県 岡山市
茨城県 土浦市 神奈川県 相模原市 岡山県 真庭市 （副会長）
茨城県 結城市 神奈川県 鎌倉市 岡山県 久米南町
茨城県 下妻市 神奈川県 小田原市 （理事） 岡山県 美咲町
茨城県 常総市 神奈川県 三浦市 広島県 広島市
茨城県 高萩市 神奈川県 開成町 広島県 尾道市
茨城県 北茨城市 （理事） 新潟県 新潟市 香川県 高松市
茨城県 取手市 新潟県 十日町市 愛媛県 松山市
茨城県 牛久市 新潟県 妙高市 福岡県 北九州市 （理事）
茨城県 鹿嶋市 新潟県 佐渡市 （理事） 福岡県 福岡市
茨城県 潮来市 富山県 魚津市 福岡県 大木町
茨城県 守谷市 富山県 立山町 （理事） 佐賀県 佐賀市
茨城県 常陸大宮市 石川県 金沢市 佐賀県 武雄市
茨城県 那珂市 石川県 加賀市 長崎県 平戸市
茨城県 筑西市 長野県 佐久市 長崎県 五島市
茨城県 坂東市 長野県 東御市 熊本県 熊本市 （理事）
茨城県 つくばみらい市 長野県 軽井沢町 熊本県 菊池市
茨城県 小美玉市 長野県 立科町 宮崎県 串間市
茨城県 茨城町 長野県 池田町 鹿児島県 鹿児島市
茨城県 城里町 長野県 白馬村 （理事）
茨城県 東海村 岐阜県 大垣市 会員数 130団体

自治体名 自治体名 自治体名

ゼロカーボン市区町村協議会　会員自治体一覧（市区町村コード順）
別紙
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